
提出年月日 　令和　　 年 　　月 　　日

法 人 名

代表者名

（記入担当者）

（連絡先電話番号）

令和７年度　社会福祉法人指導監査事前提出資料

※　資料作成に当たり、法人が作成されている既存資料で内容が同一のものについては、本様式に代えて提出することができます。



１　法人の現況

法人名 代表者名

主たる
事務所の所在地

従たる
事務所の所在地

設立登記年月日

区分 定員 職員数 事業開始年月日

（令和４年度以降）

定款変更の状況

イ　第２種
社会福祉事業

ア　第１種
社会福祉事業

ウ　公益事業

エ　収益事業

（主な変更内容）

法人の
行う事業

施設種別 名称

　　　年　　月　　日

（主な変更内容） （主な変更内容）

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

　第　　　　　号認可（届出） 　第　　　　　号認可（届出） 　第　　　　　号認可（届出）



２　役員の状況

（1）理事

特殊の関係がある者の有無

社会福祉事業
の経営に識見を

有する者

地域の福祉の実
情に通じている

者
施設の管理者

※他の社会福祉法人の役員に就任し
ている場合は、法人名と役職名を記入

理事長 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

理　事 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

特殊の関係がある者とは、 　ア　当該理事の配偶者若しくは3親等以内の親族

　イ　当該理事と事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　ウ　当該理事に雇用されている者

　エ　イ、ウに掲げる者以外の者であって、当該理事から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持しているもの

　オ　ウ、エに掲げる者の配偶者

　カ　イからエに掲げる者の3親等以内の親族であってこれらの者と生計を一にするもの

　キ　当該理事が役員※となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く）の役員又は職員（これらの役員又は職員が当該社会福祉法人の理事総数の

　　３分の１を超えて含まれる場合に限る）　　　　※業務を執行する社員を含む

　ク　次に掲げる同一の団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く）である理事（これらの理事が当該社会福祉法人の理事総数の

　　３分の１を超えて含まれる場合に限る）

　　・国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可法人

　 ３　「特殊の関係がある者の有無」は、各役員について親族等の特別の関係者がいる場合記載すること。例：「理事長の妻」､「理事○○の会社役員」等

注１　本表は、指導監査直近月の初日現在で作成すること。（なお、直近月の初日以降に改選があった場合は、その改選日とすること。）

　 ２　「公職（職業）」は、できるだけ具体的に記載すること。例：「○○医院院長」､「○○会社社長」等

（令和７年　　月　　日現在）

公職（職業）氏　　　名

人

任期
役員報酬手当支給額

（年額）
※旅費等は除く。

区　分 年齢
役員の資格等（該当に○）

定数 欠員 人



２　役員の状況

（2）監事

監事 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

特殊の関係がある者とは、 　ア　当該役員の配偶者若しくは3親等以内の親族

　イ　当該役員と事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　ウ　当該役員に雇用されている者

　エ　イ、ウに掲げる者以外の者であって、当該役員から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持しているもの

　オ　ウ、エに掲げる者の配偶者

　カ　イからエに掲げる者の3親等以内の親族であつて、これらの者と生計を一にするもの

　キ　当該理事が役員※となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く）の役員※又は職員（これらの役員又は職員が当該社会福祉法人の監事総数の

　　３分の１を超えて含まれる場合に限る）　　　　※業務を執行する社員を含む

　ク　当該監事が役員となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く）の役員又は職員（これらの役員（当該監事を含む）又は職員が当該社会福祉法人の

　　監事総数の３分の１を超えて含まれる場合に限る）

　ケ　他の社会福祉法人の理事または職員（当該他の社会福祉法人の評議員となつている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の

　　社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）

　コ　次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く）である監事（これらの監事が当該社会福祉法人の監事総数の

　　３分の１を超えて含まれる場合に限る）

　　・国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可法人

財務管理について識
見を有する者

定数 人 欠員

（令和７年　　月　　日現在）

人

　 ３　「特殊の関係がある者の有無」は、各役員について親族等の特別の関係者がいる場合記載すること。

役員報酬手当支給
額（年額）

※旅費等は除く。

特殊の関係がある者
の有無任期区　分 氏　　　名 年齢

注１　本表は、指導監査直近月の初日現在で作成すること。（なお、直近月の初日以降に改選があった場合は、その改選日とすること。）

　 ２　「公職（職業）」は、できるだけ具体的に記載すること。例：「○○医院院長」､「○○会社社長」等

役員の資格等（該当に○）

公職（職業）
社会福祉事業に識見

を有する者



２　役員の状況

（３）評議員

特殊の関係がある者の有無

※他の社会福祉法人の役員に就任している場
合は、法人名と役職名を記入

評議員 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

特殊の関係がある者とは、 　ア　当該評議員又は役員の配偶者若しくは3親等以内の親族

　イ　当該評議員又は役員と事実上婚姻関係と同様の事情にある者

　ウ　当該評議員又は役員に雇用されている者

　エ　イ、ウに掲げる者以外の者であって、当該評議員又は役員から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持しているもの

　オ　ウ、エに掲げる者の配偶者

　カ　イからエに掲げる者の3親等以内の親族であってこれらの者と生計を一にするもの

　キ　当該評議員が役員※となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く）の役員※又は職員（これらの役員（当該評議員を含む）又は職員が当該社会福祉

　　法人の評議員総数の３分の１を超えて含まれる場合に限る）　　　　※業務を執行する社員を含む

　ク　当該社会福祉法人の役員が役員※となっている他の同一の団体（社会福祉法人を除く）の役員※又は職員（これらの役員または職員が当該社会福祉法人

　　の評議員総数の３分の１を超えて含まれる場合に限る）　　　　※業務を執行する社員を含む

　ケ　他の社会福祉法人の理事または職員（当該他の社会福祉法人の評議員となつている当該社会福祉法人の評議員及び役員の合計数が、当該他の

　　社会福祉法人の評議員の総数の半数を超える場合に限る。）

　コ　次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く）である、評議員（これらの評議員が当該社会福祉法人の評議員総数

　　の３分の１を超えて含まれる場合に限る）

　　・国の機関、地方公共団体、独立行政法人、国立大学法人又は大学共同利用機関法人、地方独立行政法人、特殊法人又は認可法人

　 ３　「特殊の関係がある者の有無」は、各役員について親族等の特別の関係者がいる場合記載すること。

注１　本表は、指導監査直近月の初日現在で作成すること。（なお、直近月の初日以降に改選があった場合は、その改選日とすること。）

　 ２　「公職（職業）」は、できるだけ具体的に記載すること。例：「○○医院院長」､「○○会社社長」等

役員報酬手当支給額（年
額）

※旅費等は除く。
任期区　分 氏　　　名 年齢 公職（職業）

（令和７年　　月　　日現在）

定数 人 欠員 人



２－２　評議員選任・解任委員の状況

評議員選任・解任委員 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

〃 　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

報酬の有無

（令和７年　　月　　日現在）

区　分 氏　　　名 年齢 公職（職業） 任期

注１　本表は、指導監査直近月の初日現在で作成すること。（なお、直近月の初日以降に改選があった場合は、その改選日とすること。）

　 ２　「公職（職業）」は、できるだけ具体的に記載すること。例：「○○医院院長」､「○○会社社長」等



開催年月日 出席者数／現員数 議　題 書面表決者氏名 欠席者氏名
監事出席の有無
（出席者氏名）

／

／

／

／

／

／

／

３　理事会・評議員会開催状況（令和４年４月以降）

注１　本表は、理事会、評議員会ごとに別葉とすること。

　２　令和４年４月以降指導監査直近日までの開催状況を記入すること。

　３　書面表決者は、当日欠席した者であって、欠席の理由及び議案ごとの賛否を記載した書面を提出した者を記載すること。

　　　（評議員には原則として書面表決権はない。）



３－２　評議員選任・解任委員会開催状況（令和４年４月以降）

開催通知
年月日

開催年月日 出席者数／現員数 議　題 欠席者氏名

／

／

／

／

／

／

／

　注　令和４年４月以降指導監査直近日までの開催状況を記入すること。



（1）監事監査結果の評議員会等への報告　　　　　 

有 (　　　　年　　月　　日) ・　無 有 (　　　　年　　月　　日) ・　無 有 ・　無

有 (　　　　年　　月　　日) ・　無 有 (　　　　年　　月　　日) ・　無 有 ・　無

（2）監事監査の実施状況（令和４年４月以降）

監査年月日 監査実施者名

点検年月日 実施者職氏名

監査年月日 実施機関 実施項目

点検内容及び指示事項

注　具体的に記載すること。

４　監事監査等の状況（令和４、５、６年度会計・事業）

評議員会への報告

所轄庁への報告の有無

（3）自主的内部点検の実施状況（令和４年４月以降）

（4）外部監査の実施状況（令和４年４月以降）

令和４年度 令和５年度

監査結果の内容及び指示・指摘事項

令和６年度

(　　　　年　　月　　日)

(　　　　年　　月　　日)

改善状況 今後の改善計画

改善状況実施結果

今後の改善計画改善状況



５　資産（土地・建物）等の状況

登記(㎡) 提供の有無 提供先
所管庁承認
の有無

本部 施設

注１　土地、建物は、一筆、一棟ごとに記載すること。 ↓

　２　借地等は、法人、施設で借用している全てを記載すること。

（利用権登記の有無は基本財産に係るものだけ記入すること。）

　３　土地、建物の配置がわかる図面を添付すること。

　４　「借料支払会計」は、本部会計（本部経理区分）、施設会計（施設経理区分）の別に該当欄に○を記載すること。

借料支払会計契約書
の有無

登記「無」の場合、その理由

（1）土地

（2）建物

相手方区　分

４
借
用
不
動
産

面積(㎡)

（2）建物

３
公
益
・
収
益

　
事
業
用
財
産

所　在　地区　分

（2）建物

（1）土地

地目/構造/用途

２
運
用
財
産

（1）土地

（2）建物

（1）土地

１
　
基
本
財
産

所　在　地 地目/構造/用途
利用権登
記の有無

借料年額

取得
(建設)
年月日

担保提供の状況

令和６年度末現在

抵当権設定
年月日

面　積

定款(㎡)



令和６年度末
残高

令和７年度末
残高見込 元金分 利息分 合計 役員寄附 その他の寄付 県・市補助金

民改費繰入
(充当) その他 合計

６　借入金の状況

注１　本表は、整備資金、経営資金等全ての借入金（令和６年度中に償還が終了したものも含める。）について、金融機関に限らず、役員等個人からの借入金についても記載すること。

　２　「借入目的」には、特に複数の施設が借り入れている場合は、施設名も明確に記載すること。

　３　「年度末の残高」は、貸借対照表の借入金残高（長期・短期の合計）と一致するものであること。

　４　介護報酬、自立支援給付費、運営費等を充当財源としている場合は、「充当財源別内訳」の「その他」に記載すること。

借入先
理事会
の承認
有無

借入目的
借入金額
（円）

契約年月日
借入期
間(年)

利率
(%)

令和６年度　年間償還額

合計

令和６年度末現在

充当財源別内訳



令和６年度末現在

借入年月日 　　　　　　　年　　月　　日 　　　　　　　年　　月　　日 　　　　　　　年　　月　　日

借入金額 千円 千円 千円

借入理由

返済年月日 　　　　　　　年　　月　　日 　　　　　　　年　　月　　日 　　　　　　　年　　月　　日

返済計画

７　本部経理区分（会計）の施設経理区分（会計）からの借入状況

　３　令和６年度末で借入金がある場合は、その金額及び具体的返済計画を記載すること。

注１　令和６年度中に本部経理区分が施設経理区分から借り入れた借入金について記載すること。

　２　本部経理区分を経由する各施設経理区分若しくは収益事業又は公益事業等のための借入金も含む。



令和４年度

施設経理区分名 本部経理区分への繰入額 繰入の目的 繰入額の財源内訳

合計

令和５年度

施設経理区分名 本部経理区分への繰入額 繰入の目的 繰入額の財源内訳

合計

８　施設経理区分（会計）から本部経理区分（会計）への繰入状況



令和６年度

施設経理区分名 本部経理区分への繰入額 繰入の目的 繰入額の財源内訳

合計

　３　措置費施設は、別紙２【措置費（運営費）支弁対象施設用（保育所を除く。）】についても記入すること。

　２　保育所は、別紙１【保育所用】についても記入すること。

注１　「繰入額の財源内訳」には、措置費（運営費）、介護報酬、自立支援給付費、補助金、寄附金等を記載すること。



役職名 氏　　名 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

うち取引業者

合　　　　計

役
職
員
か
ら
の
寄
附

一
般
の
寄
附

業者（企業・商店等）

利用者

家族（保護者）

遺族

その他

寄　附　者 法人本部で受入
施設で受入（下段に施設名を記入する。）

寄附理由（目的）

９－１　法人・施設に対する寄附金の状況

令和４年度



役職名 氏　　名 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

うち取引業者

業者（企業・商店等）

利用者

家族（保護者）

遺族

寄　附　者

令和５年度

寄附理由（目的）
法人本部で受入

施設で受入（下段に施設名を記入する。）

一
般
の
寄
附

役
職
員
か
ら
の
寄
附

合　　　　計

その他



役職名 氏　　名 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

うち取引業者

整備状況

有・無

有・無

有・無

寄附受領書（控）

寄附金台帳

整備「無」の場合、その理由

９－２　寄附金関係帳簿等の整備状況

帳簿等

寄附申込書

寄附理由（目的）
寄　附　者 法人本部で受入

施設で受入（下段に施設名を記入する。）

役
職
員
か
ら
の
寄
附

一
般
の
寄
附

家族（保護者）

遺族

その他

　 ３　「うち取引業者」は、業者（企業・商店等）のうち施設整備及び運営等について直接法人又は施設と取引がある業者について記載すること。

令和６年度

　 ４　「合計」の金額は、年度の収支決算額（寄附金収入）と一致するものとする。

合　　　　計

注１　役職員とは、当該法人の役員及び施設職員とし、金額の多少にかかわらず当該法人又は施設に寄附している額を記載すること。

　 ２　寄附物品については、金額換算したものを下段に（　）書き別掲とすること。

業者（企業・商店等）

利用者



（1） 苦情処理体制整備状況　（令和７年４月１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　

職名 職名

書類等

要綱（マニュアル）

苦情受付簿

施設内掲示 会報等掲載 ポスト設置 令和４年度 令和５年度 令和６年度
施設名 第三者委員への報告 苦情解決結果の開示状況

有　・　無

有　・　無

その他(具体的に記載)

苦情解決の仕組みの周知方法（該当箇所に〇印） 苦情受付件数

有(時期等　　　　　　　)

無(理由　　　　　　　　)

有(方法　　　　　　　　)

１０　サービス向上等への取組状況

（2）苦情解決の仕組みに係る書類等整備状況

（3）苦情解決の仕組みの運用状況

氏名 氏名
施設名

苦情解決責任者 苦情受付担当者

氏名職業（公職）

第三者委員

整備状況 整備「無」の場合は、その理由

有(方法　　　　　　　　)

無(理由　　　　　　　　) 無(理由　　　　　　　　)

有(時期等　　　　　　　)

無(理由　　　　　　　　)

有(方法　　　　　　　　)

無(理由　　　　　　　　)

有(時期等　　　　　　　)

無(理由　　　　　　　　)



受審の有無

取得の有無

取得日

取得施設名

取得の際の審査機関名

種類

貸借対照表

収支計算書

事業報告書

附属明細書

監査報告

財産目録

役員名簿

報酬基準

事業の概要等を記載した書類

定款

現況報告書

―

（4）福祉サービス第三者評価事業の受審状況

評価機関

受審した事業

有  ・  無

有  ・  無

　有  ・  無

　　　　年　　月　　日

(5)　ＩＳＯ９００１の認定取得施設状況

結果の公表

公表の方法

「有」の場合

受審内容

１１　情報の公表

据え置き・閲覧 公表（インターネット）

―

―

―



（注）施設設備の地域への開放や施設の専門的機能の地域への還元等、地域貢献への取組があれば、その概要を記載すること

１２　地域社会への貢献



別紙１

令和４年度
施設名

（拠点区分名）

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

建物、設備の整備・修繕、環境の改善等に要する経費

土地又は建物の賃借料

借入金(利息を含む)の償還又は積立のための支出

保育所に係る租税公課

合　　　　　　　　　計

１－２　他の経理区分（会計）への繰入の状況

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

１－４　処遇改善加算の額 円

令和４年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画

【保育所用】保育所を経営する法人のみ　令和４、５、６年度の状況について、施設ごとに記載すること。

１－１　当該保育所における運営費の弾力運用の状況

支出額の財源内訳

１－３　他の経理区分（会計）への貸付の状況（令和４年度末現在）

繰入先経理区分（会計） 繰入額 繰入の目的
繰入額の財源内訳

支出項目 支出額



令和５年度
施設名

（拠点区分名）

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

建物、設備の整備・修繕、環境の改善等に要する経費

土地又は建物の賃借料

借入金(利息を含む)の償還又は積立のための支出

保育所に係る租税公課

合　　　　　　　　　計

２－２　他の経理区分（会計）への繰入の状況

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

２－４　処遇改善加算の額 円

令和５年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画

繰入の目的
繰入額の財源内訳

２－３　他の経理区分（会計）への貸付の状況（令和５年度末現在）

２－１　当該保育所における運営費の弾力運用の状況

支出項目 支出額
支出額の財源内訳

繰入先経理区分（会計） 繰入額



令和６年度
施設名

（拠点区分名）

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

建物、設備の整備・修繕、環境の改善等に要する経費

土地又は建物の賃借料

借入金(利息を含む)の償還又は積立のための支出

保育所に係る租税公課

合　　　　　　　　　計

３－２　他の経理区分（会計）への繰入の状況

運営費 運用収入 前期末支払資金残高 その他

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

３－４　処遇改善加算の額 円

３－１　当該保育所における運営費の弾力運用の状況

支出項目 支出額
支出額の財源内訳

繰入先経理区分（会計） 繰入額 繰入の目的
繰入額の財源内訳

３－３　他の経理区分（会計）への貸付の状況（令和６年度末現在）

令和６年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画



４　保育料保護者負担金等の取扱い状況

徴収項目 単価 徴収時期

延長保育料

一時保育料

絵本代

遠足負担金

制服代

バス代

保護者会費

市町からの徴収委託の有無 有　・　無

「有」の場合、その徴収方法

注１　本表は、保育料の保護者負担金の他に保護者から徴収しているものについて、全て記載すること。

　 ２　本表は、令和５年度の状況を記入すること。

（　　　　年　　月　　日現在）



別紙２

令和４年度 施設名

措置費（運営費） 運用収入 前期末支払資金残高 その他

円

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

令和５年度

措置費（運営費） 運用収入 前期末支払資金残高 その他

円

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

【措置費（運営費）支弁対象施設用（保育所を除く。）】

　　措置費（運営費）支弁対象施設（保育所を除く。）を経営する法人のみ　令和４、５、６年度の状況について、施設ごとに記載すること。

１－１　他の経理区分（会計）への繰入の状況

繰入額の財源内訳
繰入先経理区分（会計） 繰入額 繰入の目的

繰入の目的
繰入額の財源内訳

２－２　他の経理区分（会計）への貸付の状況

※民間施設給与等改善費（民改費）の額

令和５年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画

１－２　他の経理区分（会計）への貸付の状況

２－１　他の経理区分（会計）への繰入の状況

令和４年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画

繰入先経理区分（会計） 繰入額

※民間施設給与等改善費（民改費）の額



令和６年度

措置費（運営費） 運用収入 前期末支払資金残高 その他

円

貸付先経理区分（会計） 貸付額 貸付金年度末残高

３－２　他の経理区分（会計）への貸付の状況

令和６年度末で貸付金残高がある場合は、その返済計画

※民間施設給与等改善費（民改費）の額

３－１　他の経理区分（会計）への繰入の状況

繰入先経理区分（会計） 繰入額 繰入の目的
繰入額の財源内訳



法人名

指摘事項及び指導事項 改善実施状況 未改善の場合、その理由

【指摘事項】

1

2

【指導事項】

1

2

※改善状況がわかる資料の添付は必要ありませんが、監査では必要に応じて確認をいたします。

前回の監査（指導）において指導した事項の対応状況



２　役員報酬規程

　 ・財務諸表（会計基準等で作成が省略できるものを除く。）　　〔　〕内は会計基準等で示されている様式

資金収支計算書〔第１号の１様式〕、資金収支内訳表〔第１号の２様式〕、事業区分資金収支内訳表〔第１号の３様式〕、拠点区分資金収支内訳表〔第

１号の４様式〕、事業活動計算書〔第２号の１様式〕、事業活動内訳表〔第２号の２様式〕、事業区分事業活動内訳表〔第２号の３様式〕、拠点区分事業

活動内訳表〔第２号の４様式〕、貸借対照表〔第３号の１様式〕、貸借対照表内訳表〔第３号の２様式〕、事業区分貸借対照表内訳表〔第３号の３様式〕、

拠点区分貸借対照表〔第３号の４様式〕

・附属明細書（会計基準等で作成が省略できるものを除く。）　〔　〕内は会計基準等で示されている様式

借入金明細書〔別紙３（①）〕、寄付金収益明細書〔別紙３（②）〕、補助金事業等収益明細書〔別紙３（③）〕、事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

〔別紙３（④）〕、事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書〔別紙３（⑤）〕、基本金明細書〔別紙３（⑥）〕国庫補助金等特別積立金明細書

〔別紙３（⑦）〕、基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）明細書〔別紙３（⑧）〕、引当金明細書〔別紙３（⑨）〕、拠点区分資金収支明細書

〔別紙３（⑩）〕、拠点区分事業活動明細書〔別紙３（⑪）〕、積立金・積立資産明細書〔別紙３（⑫）〕、サービス区分間繰入金明細書〔別紙３（⑬）〕、サービス

区分間貸付金（借入金）残高明細書〔別紙３（⑭）〕、就労支援事業別事業活動明細書〔別紙３⑮⑮‐2〕、就労支援事業製造原価明細書〔別紙３⑯⑯‐2〕、

就労支援事業販管費明細書〔別紙３⑰⑰‐2〕、就労支援事業明細書〔別紙３⑱⑱‐2〕、授産事業費用明細書〔別紙３⑲〕

・計算書類に対する注記（法人全体）、計算書類に対する注記（拠点区分）

・固定資産管理台帳

・財産目録〔別紙４〕

・預貯金等及び借入金（金融機関のみ）の残高証明書（全部証明）の写し（令和５年３月３１日現在、令和６年３月３１日現在、令和７年３月３１日現在）

６　組織図（法人全体がわかる既存の資料でよい。）

※法人が実施している事業全てについて提出すること。

５　財務諸表（令和４，５，６年度　３か年分提出すること。）

＜添付書類＞

１　定款（定款細則を含む。）

３　経理規程

４　法人登記簿謄本の写し及び社会福祉事業の用に供する土地、建物(借地等を含む)の登記簿謄本の写し（直近のもの）



※令和４、５、６年度の書類を準備してください。

＜指導監査当日準備すべき書類＞

１　理事会・評議員会の議事録

２　役員及び評議員の選任に関する書類（就任承諾書、履歴書、委嘱状等）

３　監事監査報告書、外部監査を実施している場合はその報告書

４　規程（管理規程、就業規則、給与規程、苦情解決に関する要綱等）

５　労務関係（給与関係書類、労働者名簿、出勤簿等）

６　財産・経理関係（財務諸表・附属書類、仕訳伝票、総勘定元帳、補助簿、証憑書類、預貯金残高証明書原本・通帳、各拠点区分ごとの収納現金・出納帳・

８　（独）福祉医療機構及び民間金融機関からの借入金の償還計画

９　苦情解決の記録

※必要に応じて、監査当日にコピーをいただく場合があります。

※上記以外の書類についても、必要に応じて確認することがあります。

　小口現金・小口現金出納帳、入札関係書類、契約書等）

７　辞令（統括会計責任者、会計責任者、出納職員、予算管理責任者、固定資産管理責任者）


